
令和６年度地域中核大学イノベーション創出環境強化事業 構想概要 法人名：国立大学法人岩手大学
大学名：岩手大学

地域に、頼られ、尊敬され、愛される大学

Feature Effect

よりよい未来を創造する
「地域の知の府」「知識創造の場」

地域のステークホルダー
からの「投資」

地域イノベーション創出の研究拠点確立

→ 重点研究分野（表面界面・ナノ工学など）を核として

地域イノベーション・エコシステムの牽引
→地域イノベーションを創出し続ける原動力

Effect 社会実装による財源多様化、大学経営基盤の強化

大学が求められる 変容
【①】地域イノベーション・エコシステムの形成

→ 組織横断型産学官連携支援

【②】イノベーション・エコシステム実現のコモンズ形成

→ 融合研究&イノベーション創出拠点
「イノベーション推進リサーチパーク」形成

【③】大学ガバナンスの強化
→ 財源多様化による「大学経営の好循環モデル」構築

今、取り組むべき 課題

【岩手大学】 【地域】
強靭で持続的な地方創生

日本の成長戦略の一翼を担う地域
Feature Effect

国内有数のものづくり産業集積、
活力ある地域産業、安定した地域経済保障

雇用と
定住人口の増加

将
来

ビ
ジ
ョ
ン

「イノベーション」
「地域貢献」
機能強化

・

大学経営改革

地域イノベーションを先導する大学への経営改革
～イノベーションリソースが循環する地域協創イノベーション・エコシステム（岩手モデル）の実現～

②① ③

（岩手大学ビジョン２０３０） （いわて県民計画）
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令和６年度地域中核大学イノベーション創出環境強化事業 

構想調書 

 

法人名：国立大学法人岩手大学 大学名：岩手大学  

 
 

(1) 地域中核大学としての強みや特色 

 岩手大学は、「岩手の”大地“と”ひと“と共に」を校是に掲げ、地域の中核的学術拠点とし

て教育・研究・社会貢献活動を推進してきた。2021 年に学長のリーダーシップの下で「岩手大学

ビジョン 2030」を策定し、「共考と協創」を行動規範に、「地域の知の府」、「知識創造の場」

として、地域に頼られ、尊敬され、愛される大学となるべく、大学改革を推進している。 

① 地域の中核大学として、自身の強みや特色をどのように自己分析しているか。 

〇多様性と卓越性：2.0 点 

岩手大学は、東北の地域的特徴や地域の課題に基づく岩手大学ならではの研究を推進するとと

もに、グローバルな社会課題解決、社会変革につながりうる研究成果の創出にも取り組んでい

る。特に、地域資源の有効活用に端を発する岩手大学オリジナル技術である化学接着技術ともの

づくり技術を融合した接着技術・材料研究などの研究を展開する「表面界面・ナノ工学分野」

や、持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けた農業技術開発を分野融合で展開する「次世代農

学分野」において、大型外部資金の採択を受けながら研究拠点形成を整備してきたことは大きな

特徴といえる。また、これらの研究力強化の取組は、学際的な研究チームで構成する次世代型健

康医療システム研究グループやグリーンエネルギー材料研究グループなど、若手研究者による新

たな特色ある研究領域の創造にもつながっている（エルゼビア社 Scopus 掲載の Top10％論文率

：2019 年 3.0%→2022 年 3.6％（2023 年は 5.1%予想）、国際共著論文率：2019 年 28.7%→

2022 年 33.0%と向上）。一方で、教員数が減少しているとはいえ論文数が微減し続けているこ

とから研究力向上が課題である。 
＜評価・フォローアップのアウトカム・指標＞ 

強みや特色ある研究領域の論文数、TOP10％論文率、競争的研究費獲得実績 

〇社会実装・イノベーション：2.5 点 

表面界面・ナノ工学分野では、内閣府「戦略的イノベーション創造プログラム」（SIP 事業）

により、国内唯一の異種材料化学接着技術の地方技術拠点として認定された。文部科学省「地域

イノベーション・エコシステム形成プログラム」でも、岩手大学オリジナル技術である分子接合

技術（i-SB 法）をエレクトロニクス実装分野に展開し、社会実装基盤である「i-SB 事業化プラ

ットフォーム」（以下、事業化プラットフォーム）を整備した。また、次世代農学分野では、

『農林水産省「知」の集積と活用の場』で活動中であり、技術シーズを事業化・商品化につなげ

る取組を行っていることが特徴である。さらに、地域や大学間連携による大学発ベンチャー創出

のための取組が強みである（2024 年 4 月 1日現在：19 社、全国 40／899位※経済産業省「令和

４年度産業技術調査事業大学発ベンチャーの実態等に関する調査」）。このような取組が岩手大

学の強みであり特色である。 

＜評価・フォローアップのアウトカム・指標＞ 

・民間企業等からの共同研究・受託研究（件数・金額） 

・特許等実施許諾収入、実施許諾率（実施許諾件数／保有特許数）、大学関連スタートアップ数 

〇地域貢献：3.0 点 

 前述の事業化プラットフォームで実施している技術導入セミナーや共同研究は、地元企業の技

術力向上や新分野進出の大きな力となっている。また、県内 12 市と相互友好協力協定を締結す

るとともに当該自治体から職員を共同研究員として受入れ（これまで延べ 44 名）、地域課題を

共有して地域課題解決に取り組める共創関係があることが強みである。さらに、北上市・奥州市

・花巻市には各自治体からの出資により岩手大学のサテライトを設置し、地域産業の振興に資す

る取組を実施している。これは岩手大学が地域自治体からシンクタンクとして期待されている証

であり、特徴といえる（経済産業省「J-Innovation HUB 地域オープンイノベーション拠点」 (地

域貢献型)に認定）。昨年 9 月には地域協創教育センターを設置し、アントレプレナー人材やソ



【様式２】令和６年度地域中核大学イノベーション創出環境強化事業 構想調書 
 

 2 / 10  

ーシャルイノベーション人材育成に取り組んでいる点も強みといえる。 

＜評価・フォローアップのアウトカム・指標＞ 

・自治体自主財源事業の事業費獲得実績 

・事業化プラットフォームの地域企業との共同研究等・受入額、イベント参加者数 

●研究環境（研究支援体制等）；マネジメント（経営力）：2.5点 

教員の研究時間確保のために、2020 年度に学内会議の大幅削減を実施した。また、強みや特色

を伸ばすために、経営戦略として、戦略研究分野への学長裁量経費の投入、研究スペース、URA

等の優先的な配置などを行っている点が強みといえる。さらに、第 4期中期目標・中期計画に入

り、「クロスアポイントメント」、「共同研究講座・共同研究部門、寄附講義・提携講義」規則

の整備や共同研究の間接経費比率のアップ（10%から 30％へ）などに取り組み、財源多様化を図

っている。（2024 年 4 月 1 日時点での実績：クロスアポイントメント教員 1名、共同研究講座

1件、準備中：共同研究部門 1件、寄附講義 1件） 

＜評価・フォローアップのアウトカム・指標＞ 

・重点研究領域の教員一人当たりの URA等研究マネジメント人材数 

・財源多様化・運営費以外の外部資金割合 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 自身の強みや特色を、ミッション・ビジョンの中で、どう定義しているか。 

地域資源の有効利用や地域課題解決のための研究を産学官連携により推進できていることが岩

手大学の強み・特徴である。こうした岩手大学の強み・特徴をさらに強化するため、「岩手大学

ビジョン 2030」（2021 年度公表）では、研究目標「教員の自由で優れた研究成果を創出するた

めの制度設計や施設整備を実施し、基礎研究を含めた大学全体としての研究力を向上する」ため

の戦略として「（戦略 2）岩手の歴史文化や東北の地域的特徴を生かした岩手大学ならではの研

究の推進」を掲げている。また、社会貢献目標「地域社会との対話により、時代と共に変わる地

域への理解を深め、人材育成と研究成果の活用を通じて地域社会や地域企業が抱える課題の解決

に貢献する」に対する戦略として「（戦略１）地域社会との対話の場の創出」、「（戦略４）研

究成果を活用し、地域社会や地域企業が抱える課題の解決に貢献」を掲げている。 

「岩手大学ビジョン 2030」に基づいて策定した第 4 期中期目標・中期計画では、「国立大学法

人として特色ある研究を推進するため、岩手大学が培ってきた次世代農学や表面界面・ナノ工

学、地域の歴史文化研究等の特色ある研究を重点研究分野に位置づけ、関連する全学研究センタ

ーの支援拡充や URA の体制整備等を行い、継続的に発展させる」こと、「地域の中核的学術拠点

として、いわて高等教育地域連携プラットフォームなど地域との対話の場を活用し、産業界、教

育界や自治体等の地域社会の多様なステークホルダーと地域の課題やビジョンを共有するととも

にビジョン実現を目指した連携を推進する」ことを掲げている。 

 

③ 大学全体として、その自身の強みや特色をどのように強化しているか。 

第 4 期中期目標・中期計画で重点研究分野として位置づけた、次世代農学研究、表面界面・ナ

ノ工学研究、地域の歴史文化研究を強化するため、以下の全学研究センターを設置し、研究資

金、研究スペース、研究支援人材等のリソースを重点配分するとともに外部資金獲得に向けた取

組を行うことで、「研究の多様性・卓越性を強化」している。 

・次世代農学研究分野：次世代アグリイノベーション研究センター、三陸水産研究センター 

観点 点数
現状

多様性と卓越性 2.0
社会実装・イノベーション 2.5
研究環境（研究支援体制等） 2.5
マネジメント（経営力） 2.5
地域貢献 3.0

2.0

2.5

2.52.5

3.0

多様性と
卓越性

社会実装・
イノベーショ

ン

研究環境
（研究支
援体制
等）

マネジメン
ト（経営
力）

地域貢献

現状
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・表面界面・ナノ工学研究分野：分子接合技術研究センター、ものづくり技術研究センター 

・地域の歴史文化研究分野：平泉文化研究センター 

このうち、三陸水産研究センター

（釜石市）と、ものづくり技術研究セ

ンターの３つのサテライト（花巻市、

北上市、奥州市）には設置している各

自治体から業務委託金が提供されてお

り、地域産業と密着したニーズプル型

の研究を推進している。次世代農学研

究では、融合研究を推進し、農林水産

省・イノベーション創出強化推進事業

などの支援を受け、新品種開発のため

の高速開花技術、農業の働き方を変革

する初冬直播技術など、学術面のみな

らず、産業面からも注目される成果を多く創出している（[直近 5年間の実績]外部資金獲得額 

約 8.6億円，うち共同研究 113 件・約 1.5 億円）。平泉文化研究センターは、平泉文化を総合的

に研究するもので国内外の研究機関との連携を重視し「平泉文化の国際性と地域性」をテーマに

研究を推進している。直近では、2023年度に東北大学金属材料研究所や国内複数機関との連携

で、文部科学省・学際領域展開ハブ形成プログラムに採択され、新知創造学際領域の拠点として

研究力を強化している。 

また、表面界面・ナノ工学を代表する分子接合技術は、地域資源であった硫黄化合物を地域産

業利用に資する研究を推進してほしいという地域ニーズに応える形でスタートした。世代を超え

て 60 年以上の研究の蓄積があり、接着科学、表面界面科学、化学プロセス工学、機能性高分子

合成化学、異種材料接合、有機無機化学など、研究の広がりを持っている。これらの成果を基

に、内閣府「SIP 事業」では革新的ものづくり技術開発として異種材料化学接着技術、文部科学

省「地域イノベーション・エコシステム形成プログラム」では半導体・エレクトロニクス実装分

野の Beyond5G向け微細回路形成技術、低誘電樹脂基板や放熱樹脂など多くの成果を創出してき

た（[直近 5年間の実績]外部資金獲得額 約 12.6 億円，うち共同研究 144件・約 2 億円、論文

20 報、発表 171件、特許ファミリー38件）。岩手大学では、これらの成果を i-SB 法®と定義

し、融合研究による社会実装開発を目的に分子接合技術研究センターを立ち上げ、継承発展して

いる。 

 

「研究成果の社会実装・イノベーションの強化の取組」として、研究・地域連携担当理事が統

括する研究支援・産学連携センターは、研究支援とコーディネート機能を備えた URA、知財創出

活用機能を備えた知財 URA、先端計測機器等の利用支援機能を備えた技術職員で構成され、研究

支援から産学連携・地域創生までのワンストップ窓口として、研究成果の社会実装に取り組んで

いる。また、事業化可能性の高い成果を軸に、参画企業と研究開発から実証までを行う地域科学

技術実証施設（銀河オープンラボ）、研究成果の企業への技術移転、新規創業支援及び研究開発

型企業の誘致のために盛岡市が設置し大学と共同運営するインキュベーション施設（盛岡市産学

官連携研究センター）などの社会実装に向けた環境整備と支援を行ってきた。 

さらに、2023 年 12月に、岩手大学、岩手県、岩手県工業技術センター、いわて産業振興セン

ターの４者が共同で「i-SB 事業化プラットフォーム」を設立した。筆頭事務局は岩手大学が担当

しており、定期的に４者で研究成果の発信や共同研究件数の増加、社会実装推進に向けた戦略に

ついて協議することで連携を強化している。アクション方針は、地域企業の新製品・サービスの

創出、スタートアップ創出による地域の産業活性化に岩手大学の強みである分子接合技術などの

研究成果を役立てることである。なお、事業化プラットフォームにおける i-SB 法のエレクトロ

ニクス実装分野への展開は、半導体関連産業を重要産業の一つとして位置づけている岩手県の産

業振興戦略と合致している。岩手大学では、県の施策に合わせ、2025 年度改組で理工学部に「半

導体人材育成プログラム」を設け、半導体関連技術に強い人材を地域に輩出し、岩手県とともに

半導体産業を振興していく。 
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また、県内金融機関と県内研究機関等で組織する「いわて産学連携推進協議会」では、岩手大

学の研究シーズをもとに、企業の技術・商品の「高付加価値化」、「事業の多角化」、「新たな

ビジネス創出」などを積極的に支援している。さらに、スタートアップ機能強化のため、地域ベ

ンチャーキャピタルとの連携で地方を挑戦の場に変え次代の日本創成を目指す「起業・スタート

アップ推進事業」を岩手県と共に展開している。加えて、東北大学を幹事校とした「科学技術振

興機構研究成果展開事業：みちのくアカデミア発スタートアップ共創プラットフォーム」に参画

し、大学発ベンチャー創出を強化している。これらの取組の成果として、19 社の大学関連ベンチ

ャーが創設され、経済産業省「令和４年度産業技術調査事業大学発ベンチャーの実態等に関する

調査」では、全国 40／899 位という上位に位置し、ベンチャー創出が少ない東北地方においても

地域をけん引する実績が出始めている。 

 

「地域貢献の強化の取組」として、地域社会や地域企業が抱える課題の解決に貢献するため、

岩手大学は以下の地域ビジョン形成の組織に参画することで、ステークホルダーのニーズを踏ま

えた大学ビジョン・アクションプランの実現に取り組んでいる。 

・いわて未来づくり機構（岩手県知事、岩手大学学長、商工会議所連合会会長等が共同代表） 

・いわて高等教育地域連携プラットフォーム（代表は岩手大学学長） 

いわて高等教育地域連携プラットフォームでは、プラットフォーム内に、「新しい産学官連携

創造ワーキング」を設置し、地域の複数機関でのコーディネート業務の共有化に向けた取組を行

っている。また、自治体から共同研究員を受入れ（延べ 44 名）、地域行政や産業ニーズに沿っ

た地域課題解決に取り組む体制を構築している。 

 地域の戦略産業分野を中心とした地域産業の活性化

を目指す岩手県も、岩手大学の研究成果による地域課

題解決、社会実装に大きな期待を寄せている。その事

例として、岩手県の財源により、岩手県工業技術セン

ターと岩手大学が、地域企業への i-SB法の技術普及

を目的に「岩手県 i-SB 法を活用した DX・GX 事業」

(2023 年度～)を開始している。右図に示すようなエ

レクトロニクス実装分野やものづくり関連産業を中心

に 2023 年度末時点ですでに 10件のプロジェクトが立

ち上がり、地域で新製品開発、新事業創出への展開が

期待されている。 

 また、海面養殖技術など三陸水産研究センターの研

究成果の社会実装による地域活性化を目的に、岩手

県、釜石市が主導する産学官民金連携「さんりく養殖

産業化プラットフォーム」（29 機関が参画）が構築

され、その方針のもとで岩手大学が積極的に、釜石ブ

ランド魚種の開発、学生の地域課題解決プロジェクト

などを実施している。岩手大学で開発した「釜石はま

ゆりサクラマス」は、釜石市のふるさと納税返礼品に

認定された。社会実装を通じた地域活性化を期待する

岩手県や釜石市は、積極的に岩手大学へ寄附金、共同

研究費（ふるさと納税が原資）を投入している。 

 このように、ステークホルダーが岩手大学の取組に

積極的に参画する素地を築いており、特徴的研究を核

に地域が活性化する理想像が共有できている。 

  

(2) 地域連携した社会貢献の取組を通じて得る外部資金獲得額増加に係る実績 

① 支援・申請の概要（１）支援対象に記載されている「参画」の状況 

【国の事業（別紙 1地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ 関連事業）】 
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事業名：産学融合拠点創出事業（J-Innovation HUB）（別紙 1－11） 

担当省庁：経済産業省  参画期間：令和 2～4 年度、令和 5 年度（継続更新）～現在進行中 

事業における大学の役割や具体的な取組内容、大学としてその取組に至った背景等： 

 J-Innovation HUB 地域オープンイノベーション拠点選抜制度(地域貢献型)に認定された「もの

づくり技術研究センター」は、学術的基礎研究、ものづくり技術の高度化、新産業・新製品の創

出、国際的な高度研究・技術者の育成を行い、地域連携のもとで地域産業の活性化と人材育成に

特徴を有する地域連携型ものづくり研究開発拠点である。センター内には、「金型技術」、「鋳

造技術」及び「生産技術」の３つの研究部門を置いて、地域内外の企業との共同研究を通じて多

様な成果を展開している（[直近 5年間の実績]域内共同研究 96件・約 8億、域外共同研究 311件

・4 億円、経済産業省・成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech 事業）18 件・ 7 億円）。

また、高付加価値を付与する研究開発からそれを可能にする生産技術（材料、設計、加工、成

形、評価、コスト計算）、経営（MOT）までを一貫して修得させることを目的として、「２１世

紀型ものづくり人材岩手マイスター育成」を地域と連携して実施している。 

 

【自治体の事業（別紙 2 自治体（都道府県・指定都市）における自主財源事業）】 

事業名：いわて戦略的 DX・GX 等研究開発推進事業（別紙 2－13） 

参画期間：令和 2 年度～令和 5年度 

事業における大学の役割や具体的な取組内容、大学としてその取組に至った背景等：本事業は、

地域の産業振興のため大学等の有する技術シーズを活用した産学官連携による研究開発を支援す

る事業である。岩手大学では、大学の技術シーズを基に、企業ニーズや県の産業戦略を踏まえた

研究開発の提案を行い、地域企業の事業化可能性試験から、シーズ育成、応用研究ステージに取

り組み、採択後は国の競争的資金なども活用して事業化を図っている。最近の事例では、複数の

地域企業が連携して大学発認定ベンチャーを創出し、研究成果の社会実装を実現している。 

直近 5年間の実績：申請数 52 件、採択数 19件、獲得額 29,478,332円 

② 地域と連携し社会貢献の取組を通じて得る外部資金獲得額の増加に係る実績等 

年度 令和 3年 令和 4年 令和 5年 

外部資金獲得総額 405,888,970 円 454,862,205 円 424,531,423 円 

案件数 79 件 81 件 79 件 

 

〇ものづくり技術研究センター新技術応用展開部門（花巻市、北上市、奥州市） 

J-Innovation HUB地域オープンイノベーション拠点選抜制度（地域貢献型）に認定されたも

のづくり技術研究センターは、地域と大学との連携のもと、「金型技術研究部門」、「鋳造技

術研究部門」及び「生産技術研究部門」を設置するとともに、北上市、奥州市、花巻市の支援

によりサテライトを設置し、地域連携型ものづくり研究開発、地域産業の活性化と人材育成の

拠点として活動している。なお、サテライトを設置している自治体から以下の外部資金を獲得

し、各自治体の産業ニーズに沿った研究や技術者育成に取り組んでいる。 

設置自治体 事業名等 概要及び獲得額（R3～5 年度） 

花巻市 生産技術研究開発推進事業 生産技術研究センター花巻サテライトで生産

技術研究を推進 

期間中獲得金額： 54,000,000 円 

北上市 高度金型技術者育成業務委託/

基盤技術高度化推進業務委託 

金型技術研究センター北上サテライトで高度

金型技術者の育成等を推進 

期間中獲得金額： 69,000,000 円 

奥州市 鋳造技術高度化支援業務 鋳造技術研究センター奥州サテライトで鋳造

技術の高度化を推進 

期間中獲得金額： 33,000,000 円 

 

〇盛岡市産学官連携研究センター指定管理業務（盛岡市） 

盛岡市は、岩手大学の知的財産と産学官連携ノウハウを活用し、研究成果の企業への技術移

転、スタートアップ支援及び域外企業の誘致を推進するため、大学構内に「盛岡市産学官連携
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研究センター（コラボ MIU）」を 2007年に建設した。 

コラボ MIUは、大学の研究成果を活用する事業者のためのインキュベーション施設で、34の

研究開発室と 8つの事業化支援ブースを設けており、岩手大学は、盛岡市から指定管理業務

（R3～5 年度の獲得額 40,100,115 円）を受託し、新産業創出を目指す企業を支援している。 

これまでの入居企業等の総数は 50 社を超え、経済産業省地域未来牽引企業に認定された企

業（2017年、（株）いおう化学研究所、（株）バイオコクーン研究所、（株）アイカムス・ラ

ボ）や大学発ベンチャー表彰で経済産業大臣賞を受賞した企業（2018 年、（株）エイシング）

も輩出している（いずれの企業も岩手大学発ベンチャー企業）。 

さらに、コラボ MIU 退去後も「盛岡市新事業創出支援センター」や「ヘルステック・イノベ

ーション・ハブ（以下、HIH）」に入居可能であり、自治体との連携のもとスタートアップ企

業が成長できる仕組みを構築している。この仕組みの下、（株）アイカムス・ラボを中心に、

中小企業や大学発ベンチャー企業等で「東北ライフサイエンス・インストルメンツ・クラスタ

ー（TOLIC）と称するクラスターが形成されている（現在 87機関、うち企業 39社参画）。

TOLIC は、東北地域を中心に先端工学技術と医学的インテリジェンスの融合でオリジナルの医

療機器産業創出と若手人材育成で積極的な取組を行い、県の戦略産業である医療機器関連産業

振興の重要な役割を担っており、2023年度の「第 12 回地域産業支援プログラム表彰」（イノ

ベーションネットアワード 2023）の経済産業大臣賞を受賞した。岩手大学は、この取組を大学

発ベンチャー企業創出による地域活性化の成功モデルと捉えており、地域とともに岩手県や東

北地域に第二、第三の TOLIC のようなクラスターが生まれる仕組みづくりを進めている。 

 

③ 財源多様化による経営基盤の強化に向けた大学の取組 

岩手大学では、国からの運営費交付金のみに

依存しない多様な財源確保に取り組んでいる。

具体的には、社会実装を通じた財源多様化によ

る大学経営基盤強化への好循環が生まれる体制

を目指している。第4期中期目標・中期計画に入

り、「クロスアポイントメント」、「共同研究

講座・共同研究部門、寄附講義・提携講義」規

則の整備や共同研究の間接経費比率のアップ（

10%から30％へ）などに取り組み、財源多様化を

図っている。（2024年4月1日時点での実績：ク

ロスアポイントメント教員 1名、共同研究講座

1件、準備中：共同研究部門1件、寄附講義1件） 

また、特定基金の創設、クラウドファンディングの実施や寄附受付の多様化など、寄附し

やすい環境整備に取り組んでいる。特に、東日本大震災後の被災地復興からの地域振興を牽

引する人材育成のために設置した農学部水産システム学コースの実践教育研究の場である釜

石キャンパスにおいては、自治体の支援により総合教育研究棟を新設している。この建設費

の一部は岩手県と釜石市の補助金で、敷地内の環境整備は釜石市からの補助金で行ったもの

である。地方自治体からの補助金を活用した大学施設の整備は新築の教育施設としては全国

初の事例で、文科省が公表する「第3期中期目標期間の業務の実績に関する評価結果」で「顕

著な成果が得られている」との最高評価を得た。 

さらには、釜石市と連携し、市のふるさと納税の使途メニューに「岩手大学との連携推進

への活用」を盛り込み、当該寄附金を原資とした岩手大学との共同研究や釜石キャンパス学

生への地域活動費を支援する仕組みを構築した。 

なお、岩手大学の共同研究は、件数では同規模大学で上位だが、1件当たりの共同研究費の

規模が110万円程度と、同規模大学の平均150万円程度に比べ少額である。この課題を解決す

るため、1件あたりの共同研究費の増額、本格的な産学連携活動による大型共同研究費獲得の

増加を目指し、2023年度に外部コンサルティング会社と共同で調査を実施して、資金受入強

化方策を策定して経営基盤の強化に取り組んでいる。 

(3) 今後の地域と連携した社会貢献の取組を通じて得る外部資金獲得額増加に向けた具体的な計
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画 

岩手県では、2019 年から 10 年間の「いわて県民計画」を定め、それに基づく戦略産業振興ビ

ジョンでは、自動車関連産業、半導体関連産業、医療機器関連産業を中心に、強みを有する中小

企業群が集積した、国内有数のものづくり産業集積の実現を目指している。本戦略産業振興ビジ

ョンの先には、地域産業の活性化により安定して魅力ある地域経済を確立し、安定雇用と定住人

口の増加によって強靭で持続的な地方創生が実現でき、さらには地域創生を通じて日本の成長戦

略の一翼を担う地域へ発展する地域社会ビジョンを描く。本地域社会ビジョンにおいて岩手大学

のあるべき姿は、地域イノベーション創出の源泉としての研究拠点であるとともに、地域イノベ

ーションを創出し続けるエコシステムの原動力としての役割である。 

 本事業では、地域イノベーションを先導する大学への経営改革を目的に、イノベーションリソ

ース（知・人財・資金）が循環する地域協創イノベーション・エコシステム（岩手モデル）の実

現を目指す。具体的には、大学を中核とした自治体・産学官連携支援機関が連携しイノベーショ

ン拠点を形成することで、リソースを集約化し、地域産業会のニーズに対して、研究成果から社

会実装、その先の地域産業振興まで一気通貫でサポートする地域共創システムを構築する。これ

により、地域企業の新事業の創出による産業活性化、地域産業活性化による大手メーカの誘致、

スタートアップ起業創出数の飛躍的増加に伴う産業集積を目指すため、次の「社会実装・イノベ

ーション」と「地域貢献」機能強化、大学ガバナンス強化に資する取組を実施する。 

 

１）「イノベーション推進リサーチパーク（仮称）」を中核としたイノベーション・エコシステ

ムの構築 

岩手大学の強みや特色のある研究成果のスタートアップ／本格的な産学連携による社会実装を

飛躍的に推進するために、地域イノベーション・エコシステムの実現に向けて、地域と一体とな

って事業化プラットフォームを立ち上げた。その取組の場として、運営機関が有する施設、設備

を活用し、社会実装の支援活動を推進している。 

・岩手大学：地域共同研究棟（プロジェクト等の推進スペースや共同利用機器を集積）、共同利

用機器施設（電子顕微鏡室、極低温室等研究開発基盤）、高度試作加工センター、

ものづくり技術センター（研究開発・人材育成拠点）、インキュベーション施設等 

・岩手県：先端科学技術研究センター（プロジェクト等の推進スペース） 

・岩手県工業技術センター：ヘルステック・イノベーション・ハブ（企業集積、企業成長支援）

ものづくりイノベーションセンター（評価分析、EMC 評価ラボ、技術開発基盤）等 

・盛岡市：産学官連携研究センター・盛岡市産業支援センター（インキュベーション・スタート

アップ創業ブース）、盛岡市新事業創出支援センター（実証型貸工場）等 

 一方で、各機関においては上記の機能をそれぞれ有するものの施設・設備の稼働率の過不足や

維持管理、支援人材の不足などの共通課題を有する。 

そのため、「事業化プラットフォームを構成する大学、

自治体・公設試・産業支援機関がもつ支援人材、スペー

ス、共同利用機器等のアセットを集結する仕組み」を構

築することで地域全体の支援機能の最大化を 目指す、

「イノベーション推進リサーチパーク」の構築を計画し

ている。岩手大学の理工学部団地には、上記のリソース

が集積している。このエリアをハブ（中核）に、岩手

県、岩手県工業技術センター、盛岡市の各施設を スポ

ークスとして、地域全体のイノベーション・コモンズを

形成する。このリサーチパークで、事業化プラットフォ

ームが有する産学連携の高度専門人材が協働し、地域ニ

ーズプル型で大学の研究成果を「社会実装、地域産業の

振興」までを一気通貫でサポートする。 

これにより、大学単独では実現しえない大きな地域イノベーションの創出と大学への投資拡大

への流れを作り、社会と大学のイノベーションリソースの好循環を作り上げていく。 

 将来的には、リサーチパーク内に、大学のリサーチイノベーション学内特区を設け、得られた

資金を学内のガバナンス体制のもと充当し、戦略的研究領域の高度化、人材育成・輩出、イノベ
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ーション推進に取り組むことで、地域イノベーション・エコシステムを着実に回していく。 

 具体的な取組としては、事業開始早々に、岩手大学

研究地域連携担当理事を議長として、連携機関で構成

する「リサーチパーク構想実現 WG」を立ち上げ、リサ

ーチパーク整備プランを早々に作成する。プラン構築

においては、外部コンサルタントの支援を受けて他地

域の成功事例（鶴岡サイエンスパークなど調査実施済

み）をもとに、岩手地域に沿うプランを構築する。本

プランに基づき、岩手大学におけるアセットの再構築

を行うとともに、既存施設・設備のレイアウト変更、

機能強化、機能変更を行う。また、各機関のアセット

管理活用のための情報管理システムを構築する。さら

に、事業化プラットフォームを通じた企業等の参画を拡大するための情報発信機能を強化する。 

 

２）「組織横断産学官連携支援システム」によるコーディネート機能、企画機能の強化 

事業化プラットフォームの代表は、岩手大学研究・地域連携担当理事が務めており、大学経営

の視点を持ってマネジメントしつつ、業界動向や地域課題の情報収集、企業とのコーディネート

などは、各機関の URA、コーディネータ、支援職員がそれぞれ取り組んでいる。 

一方で、各機関共通の課題として、コーディネートスタッフ等の人材不足がある。特に、より

大きな社会的インパクトのある成果を得るためには、本技術展開の川下にあたる最終製品メーカ

のニーズをより詳細に把握できている人材が必要である。そのニーズ把握の手段を持ち、把握し

たニーズを研究戦略等に落とし込む人材（プロデュース人材）、戦略に基づく企業や研究者との

折衝を担う URA などのリソースの確保が大学、地域共通の課題となっている。 
そのために、リサーチパークをフィールドに事業化

プラットフォームの活動を展開するため、大学、自治

体、公設試、産業支援機関が有する産学連携の高度専

門人材が協働するシステムを構築するとともに、マネ

ジメントを機能させるためのコーディネート支援人材

を雇用又は業務委託することで、事業化プラットフォ

ームの社会実装機能を強化する。さらに参画企業等と

大学、公設試の共同研究に繋ぐ URA の新規雇用で、

大学等の研究成果による地域のものづくり産業の高付

加価値化を実現させ、地域戦略産業をはじめとする多

様な産業分野での社会実装を確実なものにする。 

具体的な取組としては、①サプライチェーンを俯瞰できる大手サプライヤー（自動車メーカ、

電子部品メーカ等）出身の人材をチーフコーディネータとして雇用し、プラットフォームの運営

会議の構成メンバーとともに事業化戦略を構築するとともに、支援人材のとりまとめを行う。ま

た、②大学等及び産業支援機関等における産学官連携情報（業界動向、地域企業ニーズと大学研

究・シーズ等）の共有化（データベース共有化）、③機関を越えた支援人材の協働のために、事

業化プラットフォーム内に「岩手コーディネートネットワーク」を設置し、各機関の支援人材が

定期的に集結し、産学連携情報の相互活用によるニーズプル型のシーズ検証、マッチング案件の

創出、研究シーズをニーズプルで体系化し大型社会実装プロジェクト企画を行う。 

また、地域のスタートアップ創出、成長支援を担えるスタートアップ人材の確保のために、シ

リコンバレーで活動し、国内でスタートアップ支援実績の高い人材を岩手大学に招き、事業化プ

ラットフォームのアクセラレーション戦略を策定するとともに、事業化プラットフォーム運営機

関の内部人材を対象としたアクセラレータ育成プログラムを構築し、育成・確保する。 

 

(4) (3) の計画を実現するための大学のガバナンス強化 

上記(2)③に示す図のとおり、社会実装を通じた財源多様化による大学経営基盤強化への好循

環が生まれる体制の方針を、学長のリーダーシップの下で構成員の理解の下で定め、全学での取

組とすることが重要であり、そのため次のような大学のガバナンス強化を行う。 
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１）岩手大学成長戦略会議（仮称）：新設

学長を議長として、理事・副学長、アセット整理・活用の観点から副学長（財務・労務担当）

・事務局長、学部長等が参画する「岩手大学成長戦略会議（仮称）」を新設する。学長のリーダ

ーシップの下、同会議で「岩手大学成長戦略アクションプラン（仮称）」を早急に策定し、その

成長戦略アクションプランを理事（研究・地域連携担当）と同理事がセンター長を務める研究・

産学連携本部（研究支援・産学連携センターの改組・拡充組織）が実行する。また実行の過程を

「岩手大学成長戦略会議（仮称）」が検証と提言を行うことでガバナンス強化を行う。これによ

り、「岩手大学成長戦略アクションプラン（仮称）」において、地域イノベーションの強化と大

学経営の好循環について明確化し、構成員の行動方針とする。

２）研究・産学連携本部（仮称）の設置：既存の研究支援・産学連携センターを改組拡充

研究支援・産学連携センターを研究・地域連携本部に改組するとともに、本部内にアクション

プランの実効性を高めるため、「リサーチイノベーションアドミニストレーションオフィス（仮

称）」を新設する。同オフィスには、URA 機能と CD 機能を有する URA6 名、知的ガバナンス機能

を有する知財 URA3名、研究機器分析支援の UTA12 名、専任事務系職員 4名で構成し、アクショ

ンプランをより強固に推進する。また、URA等の専門人材を適切に処遇し、アクティブで効率的

な組織としていくため、新たな専門職制度の導入を予定している。

(5) 本事業の効果

本事業の成果として、本格的な共同研究増加による間接経費収入、特許料収入、スタートアッ

プの新株予約権の売却益、ロイヤリティ収入、地域社会からの投資など外部資金獲得額増加とい

った財源多様化による経営基盤の強化につなげていく。また同時に、大学ガバナンス強化に取り

組むことで、さらなる「地域貢献機能、社会実装・イノベーション力向上、新たな特色ある研究

の推進に対して戦略的に投資」することで、「地域イノベーション・エコシステムを持続的に発

展」させ、「地域イノベーションの成功モデルとなる岩手地域モデル」を構築する計画である。 

①支援期間全体の資金計画と効果

＜支援期間全体の資金計画＞

取組１）「イノベーション推進リサーチパーク（仮称）」を中核としたイノベーション・エコシ

ステムの構築

リサーチパーク内の施設・設備のリノベーション、レイアウト変更を行うとともに、運用マニ

ュアルを整備する。また、アセット情報管理システムの構築、事業化プラットフォームへの参画

企業等を増加させるため、各種展示会やイベント開催、サービス開発、評価に係る体制整備、情

報発信を行う。 

・初年度：5000万円(人件費、調査費、情報発信費、企画コンサル費等)

・2 年度：7000万円(人件費、施設改修費、システム整備費、情報発信費、運営費等)

取組２）「組織横断産学官連携支援システム」によるコーディネート機能、企画機能の強化 

データベースや契約等の環境整備を自前で実施済みであるが、本連携支援を着実に運用するた

めに、地域の産学連携機関との協働を実現するプロデュース人材、URA（大学、自治体、産業支

援機関を複数経験した者）を配置し、企業ニーズに迅速に対応し、新事業創出を加速させる。ま

た、活動の基盤となる岩手大学の研究支援・産学連携センターの機能強化を図る。さらに、地域

のスタートアップ創出、成長支援人材育成のため、外部から経験値の高いスタートアップ支援人

材を獲得し、育成ビジョン策定、構成機関の教員、支援人材に対する人材育成プログラムを構築

運用する。 

・初年度：3000万円(人件費、活動費、活動補助サービスライセンス費、運営費等)

・2 年度：5000万円(人件費、活動費、活動補助サービスライセンス費、運営費等)

＜「羅針盤」に基づく自身の強みや特色への効果＞ 

上記の取組により、戦略研究分野をコアとして大学が蓄積した研究成果を、地域戦略産業分野

等のニーズをもとに、岩手県戦略産業分野などのスタートアップ創出、地域企業の新事業創出な

どの社会実装を通じて、大学の財源多様化、それによる経営基盤の強化を目指す。これによっ
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て、大学が地域を先導する本格的なイノベーション・エコシステムを確立する。具体的には、羅

針盤における「研究環境（研究支援体制）」と「マネジメント（経営力）」を強化するための研

究支援・産学連携センターを研究・産学連携本部に改組するとともに、URA（プロデュース人

材、コーディネート人材等）を配置することで機能強化する。同時に、「社会実装・イノベーシ

ョン」と「地域貢献」を強化するため、上記（３）の取組により向上し、多様な財源を獲得する

ことで、経営基盤が強まる。将来的には、経営基盤の強化により経営リソースを次の新たな卓越

的な研究に投入し、岩手大学全体の研究の「多様性と卓越性」を向上させ、創出される成果をさ

らに地域イノベーション・エコシステムを展開することで、地域のステークホルダーから信頼さ

れる地域中核大学として投資を受ける仕組みが形成される。 

 

＜評価・フォローアップについて＞ 

岩手大学成長戦略会議において、評価し翌年度の活動に反映する。Ａ～Ｃの観点については、

以下のアウトカム・指標等を基に評価し、マネジメント（経営力）や研究環境（研究支援体制

等）については、ステークホルダーへのヒアリング調査等により定性的評価の他、Ａ～Ｃの観点

の評価結果も踏まえて評価する。さらに、各観点への評価結果を基に総合評価を行う。 

この計画の進捗を把握するため、各観点で指標を定め、その達成状況により戦略や取組を見直

し、目標達成を確実なものにする。 

Ａ．多様性と卓越性＜評価・フォローアップのアウトカム・指標＞ 

強みや特色ある研究領域の論文数、TOP10％論文率、競争的研究費獲得実績 

Ｂ．社会実装・イノベーション＜評価・フォローアップのアウトカム・指標＞ 

・民間企業等からの共同研究・受託研究（件数・金額） 

・特許等実施許諾収入、実施許諾率（実施許諾件数／保有特許数）、大学関連スタートアップ数 

Ｃ．地域貢献＜評価・フォローアップのアウトカム・指標＞ 

・自治体自主財源事業の事業費獲得実績 

・事業化プラットフォームの地域企業との共同研究等・受入額、イベント参加者数 

 
②政策的効果 

 岩手県は東日本大震災の影響で、当初の予想を上回る早さで少子高齢化や人口減少が進んでお

り、「東日本大震災津波の経験に基づき、引き続き復興に取り組みながら、お互いに幸福を守り

続ける希望郷いわて」を目標に、2019 年から 10 年間の「いわて県民計画」を定め、この中では

地域産業活性化による強靭で持続的な地方創生を目指している。本取組は、大学を中核とした自

治体・産学官連携支援機関が連携し、イノベーション拠点の形成を行うことで、地域産業界のニ

ーズに対して、研究成果を社会実装し、その先の地域産業振興まで一気通貫でサポートする地域

共創システムを構築する。これにより、大学単独では実現しえない大きな地域イノベーションの

創出と大学への投資拡大への流れを作り、社会と大学のイノベーションリソース（知・人財・資

金）の好循環を作り上げていくものである。本取組により、地域企業の新事業の創出による産業

活性化、地域産業活性化による大手メーカの誘致、スタートアップ創出、スターアップ成長と地

域定着促進によって産業集積することで、地域ビジョン達成目標を超える経済効果創出に寄与す

る。これにより、地域産業が活性化され安定して魅力ある地域経済の確立が期待でき、安定雇用

と定住人口の増加によって強靭で持続的な地方創生を実現、さらには地域創生を通じて日本の成

長戦略の一翼を担う地域への発展を実現する。 

観点 点数
現状 採択後

多様性と卓越性 2.0 3.0
社会実装・イノベーション 2.5 4.5
研究環境（研究支援体制等） 2.5 4.5
マネジメント（経営力） 2.5 4.5
地域貢献 3.0 5.0

3.0

4.5

4.54.5

5.0

多様性と
卓越性

社会実装・
イノベーショ

ン

研究環境
（研究支
援体制
等）

マネジメン
ト（経営
力）

地域貢献

現状

採択後
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